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１９世紀後半のグローバリゼーションと
国際金本位制の展開
西 村 雄 志
は じ め に
グローバリゼーションという「概念」は１９世紀後半には存在しない。２０世
紀末に考え出された造語である。その概念の意味するところは，経済活動に止
まることなく，現在では政治・社会・文化と様々な分野で幅広く用いられてい
る。ここでは経済活動だけに限定して考えるが，その場合，グローバリゼー
ションとは，国際取引の規模の拡大とそのスピード化，国内総取引額に占める
国際取引の比率の高まり，と簡単に纏めることができる。そのように考えれ
ば，グローバリゼーションは産業革命以降に起きた世界経済の統合化の動きと
言い換えることができる。１）もちろんグローバリゼーションにはモノの取引だけ
でなく，ヒト，カネ，サービス，情報の取引も内包されている。これらの取引
にも後で触れるが，この時期のグローバリゼーションにおける国際取引の中心
となるのはモノの移動である。ここではモノの国際取引，言い換えれば国際貿
易の発展を促進したインフラの点から話を進めてみようと思う。もちろんこの
インフラの整備はモノ以外のヒト・カネ・サービス・情報のグローバリゼー
ションにも密接に関連していることは言うまでもない。
国際貿易の歴史はいつから始まったのか。その端緒は人類の歴史とともにか
なりの時期までれるであろう。しかし，規模・スピードの面でそれ以前と比
較して飛躍的な発展を見せたのは産業革命以降，とくに１８７０年代からであろ
う。その時期はポランニーの「平和の１００年」の後半にあたり，大きな戦争が
起きていない比較的安定した時期であった。しかし，世界経済の当時の状況
は，１８７０年代からおよそ２０年間にわたって続いていた大不況期にあたり，世
界経済は総じて停滞期であった。にもかかわらず，この時期にグローバリゼー
ションが急激に進み，世界経済の統合化が促進されたのであった。
もちろん現代のグローバリゼーションと比較して１９世紀後半のグローバリ
ゼーションは数多くの差異がある。現代のグローバリゼーションが，経済の側
面と同程度に文化の側面が強調されることが多く，むしろこちらの面の方がグ
ローバリゼーションに関する議論は活発であるが，１９世紀後半においては，
そのような側面は現代よりも強く指摘されることはなかった。２）
ではこの時期のグローバリゼーションを現代と比較すれば，どのような差異
が挙げられるであろうか。それらは概ね次の４点が挙げられる。まず第１に先
進各国の通貨制度の違いが挙げられよう。とくにこの時期の為替相場は，現代
の変動為替相場と異なり，固定相場制度が主流であった。第２にイギリスとオ
ランダを除いた欧米諸国の多くが保護貿易政策を採用し，農作物や自国に競争
力のない商品に対して一方的に高関税を課していた。第３には未だ開発の進ん
でいない広大で肥沃な土地や天然資源の存在がある。カナダの中央平原やオー
ストラリアの中央部，下ビルマやメコン川下流域のデルタ地帯，南アフリカの
トランスヴァールやペルシャ湾岸など，２０世紀以降の世界経済に大きな影響
を与えた地域が未開地として存在していた。第４には現代のような国際的な調
停機関が１９世紀後半には設置されていなかった点が挙げられる。それは帝国
主義という時代的背景があった。各国の利害を背景に，この時期に欧米諸国に
よる植民地支配の強化が進み，被支配地域はそれに対して正当な反抗手段を有
してはいなかった。こうした現代のグローバリゼーションとの差異があること
を前提として，本稿では１９世紀後半のグローバリゼーションの動向について
話を進める。
まずそのおおまかな推移であるが，１８７０年代から始まったグローバリゼー
ションの流れは，第一次世界大戦で停滞を余儀なくされ，その後１９２０年代に
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再び高まるものの，１９２９年の大恐慌とその後の世界経済のブロック化の動き
で再度の停滞期を経験し，第二次世界大戦をはさんで１９５０年代初頭までその
傾向は続いていた。このようなグローバリゼーションの長期的推移に関して
は，資料の制約等で正確に描くことは困難である。しかし，２００２年に発表さ
れたクリストファー・チェース・ダン氏をはじめとする３名の研究者は，その
難しいテーマについて興味深い分析結果を明らかにした。３）その結果が図表１で
ある。分析方法は，世界各国の名目 GDPに対する輸入総額の比率を出し，そ
れを各国の人口を加重とする加重平均値を算出してその数値をグローバリゼー
ション度とし，その推移を１８１５年からおよそ２世紀のスパンで示した。この
図に従えば１８７０年代と第一次世界大戦前夜の頃にグローバリゼーションのピ
ークが来ていたことがわかる。
しかし，輸入総額の名目 GDPに対する比率が持つ意味は，１９世紀と２０世
紀という長期の時期で分析する場合，その分析対象時期で幾つかのバイアスが
かかることは避けられない。一例を挙げれば，輸送技術の飛躍的発展や運河や
港湾施設の拡充等が挙げられ，これらインフラの整備はグローバリゼーション
度の数値に正確に反映させることはできず，図表１の分析にもその点の留保条
件があることは確認しておく必要がある。しかし，それら留保条件を加味した
としても，この時期のグローバリゼーションの長期的推移を示した図表１の意
義は大きい。４）
そのグローバリゼーションが展開した１９世紀後半は，同様にイギリスがヘ
ゲモニー国家として世界経済に君臨した時代でもあった。「パクス・ブリタニ
カ」と言われるこの時代に世界経済の枠組みも大きく転換を迫られた。その最
も大きな制度的転換のひとつが，先に述べたように，通貨制度の変革，端的に
言えば，世界各地への金本位制の普及であった。その結果，２０世紀初頭には
国際金本位制という新たな近代国際通貨体制の枠組みが成立した。では，ヘゲ
モニー国家としてイギリスはグローバリゼーションが進展した世界経済にどの
ような貢献を果たしたのであろうか。本稿では，グローバリゼーションの進展
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におけるヘゲモニー国家イギリスの役割について，とくに国際金本位制の展開
を事例として取り上げつつ，グローバリゼーションとの関係性についても概観
してみようと思う。
第１章 １９世紀後半のグローバリゼーション
第１節 輸送通信革命の展開
１８７０年代がそれ以前の世界経済と大きく異なる点は，モノ・ヒト・カネ・
サービス・情報の移動の規模・速度が飛躍的に進歩した点にある。とくにモノ
の移動に関する規模の拡大と迅速化は，それまでの世界貿易の構造を大きく変
容させ，新たなかたちの国際分業体制の確立を促すことになった。それに伴い
図表１ 世界のグローバリゼーション度
（出所）C. Chase-Dunn, Y. Kawano and B. D. Brewer,“Trade Globalization since １７９５”,
American Sociological Review , vol.６５no.１, February２０００, p.８５.
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ヒトの移動とカネの移動も促され，それらの移動をより一層円滑なものにする
べく，サービスや情報の移動も活発なものになった。
まず輸送に関して検討してみよう。海上輸送に関しては，１８６９年にスエズ
運河が開通したことが大きい。当初は通行路の幅が狭く，大型の船舶は航行で
きなかったが，拡張工事が実施された後は，大型船舶もアジアとヨーロッパの
間をより短期間で様々なものを輸送できるようになった。５）また，蒸気機関をは
じめとする船舶の高性能化により，燃費効率が画期的によくなったことも，輸
送コストを著しく低下させることに貢献した。次いで陸上輸送の面では，鉄道
が世界各地で本格的に建設されていったことが大きい。鉄道建設と輸送船舶の
高性能化は，それまでの輸送規模や速度を著しく改善し，１９世紀中葉以前は
ほとんど対象にならなかった商品まで，国際貿易に登場させるようになった。
その代表的なものが穀物に代表されるバルク・カーゴであった。
幾つか事例を挙げてみよう。この時期，イギリスをはじめとして西ヨーロッ
パ諸国にはアメリカ合衆国だけでなく，カナダからも大量の小麦が流入し始め
ていた。１８８５年に完成したカナダの大陸横断鉄道により，中央平原で生産さ
れた小麦を短時間で東海岸に運び，積み替えられた後，ヨーロッパ各地に輸出
することが可能となった。６）また喜望峰経由では長時間過ぎて劣化せずに輸送す
ることが困難であった米も，スエズ運河の開通，輸送船舶の高性能化により，
ヨーロッパ市場にアジアから米を輸出できるようになった。主にドイツが輸出
相手国であったが，このような輸送環境の変化により，下ビルマやメコン川下
流域のデルタ地帯の米の生産活動も拡大する方向に促された。７）あと，輸送技術
の向上とともに，冷凍技術の向上もあり，アルゼンチンやオーストラリアから
ヨーロッパ向けの肉製品の輸出が伸びたことも事例として挙げられる。このよ
うな農作物の貿易が拡大したことで，ヨーロッパにおける生活文化は大きく変
容した。あと農作物以外では内燃機関の性能が高まるなかで需要を高めた石油
や自動車産業の拡大に伴ってタイヤ等の原材料として需要を高めたゴム等，工
業生産において需要を高めた第一次産品の貿易もこの時期から飛躍的に拡大傾
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向を示すようになった。
次いで輸送機関について更に論争を中心に見てみよう。まず鉄道輸送に関し
て，これまで帝国主義論の研究等，様々な分野で，研究・分析されてきており，
その多くで帝国主義を体現する最も典型的な事例として指摘されてきている。
それら議論については，それ自体が難しい論点ゆえにここではあらためて言及
することは避ける。ただ杉原薫氏が英領インドを事例として明らかにしている
ように，鉄道建設が現地経済の経済成長に貢献していた点について，８）今後アジ
ア・アフリカ経済史は特に明らかにしていく必要があることを指摘しておきた
い。次いで海上輸送に関して，特に蒸気船の登場に関して，帆船とどのような
競合関係にあったのかという有名な論争がある。C. K.ハーリーと D. C.ノー
スによる論争である。簡潔に言えば，ハーリーは蒸気船の登場とそれに伴う汽
船による帆船の代置が大西洋における国際取引を大きく変容させたと指摘して
いる。９）それに対して，ノースは運賃の大幅な低下が起きたのは１８世紀から１９
世紀前半の時期であり，汽船が本格的に就航したことによる運賃低下の意義を
強調することは過大評価であると指摘している。１０）今でも貿易史研究を中心に
様々な見解が出されており，学者間で定説を形成する段階には未だ達していな
いと思われるが，ここで明らかなことは，１８８０年代でも汽船はまだ高コスト
の輸送手段であったということである。１９世紀中葉には一時期，帆船と蒸気
船の機能を合わせ持つハイブリッドの船舶が大西洋航路で就航していた事例も
あり，帆船が大西洋航路から完全に駆逐されたのは汽船が登場してからかなり
の時間を経た後であり，少々輸送時間を要しても，安価で運べるのであれば，
そちらを選択した方が良い商品の場合は，１９世紀でもかなり後半の時期まで
帆船が選好されていた。ゆえに蒸気船の登場が直ちに輸送コストの低減を促し
海上輸送全体の様相を変えたと考えることは大きな誤りを含んでいると言わざ
るを得ない。
もちろんこのようなモノの移動の拡大のみでグローバリゼーションをすべて
表現することはできない。先述したように，この時期はヒトの国際移動も拡大
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した時期であった。１１）これはアフリカからの奴隷貿易とは異なり，自らの意思
で決断した移民が大半を占めるものになっていた。それには否応なく移民せざ
るを得なかった人々も数多く含まれるが，奴隷貿易のように非人道的な手段で
強制的に移民させられた人々と比較した場合，１９世紀後半にヨーロッパから
移民した人々には，移民するか否か，ある程度の裁量権があった。この時期に
このような国際移民が拡大した背景には，モノの場合と同様に，輸送技術の向
上が挙げられる。移民する際に用いる船舶が安全に目的地に到着することが確
保されなければ，人々は移民しようとする気持ちにはならない。その点から輸
送船舶の高性能化が大規模な移民を可能にした最も重要な要因のひとつである
ことは間違いない。あと必要とされた条件としては，現地の情報を入手する手
段が整っていたことであろう。それと同時に宗教や民族を基盤としたサービス
の整備も重要であった。そのひとつに安全に本国に送金できるかどうかがあ
る。主に中国系やインド系の人々に見られることであるが，彼らは鉱山やプラ
ンテーションで働いて得られた賃金の多くを本国の家族宛に送金することを求
めたため，それらを安全に行えることは，中国やインドからの移民を持続させ
ていくうえで必要なことであった。１２）この送金に関するインフラの整備は，中
国系やインド系だけでなく，アメリカ合衆国に移民したイタリア系や日系の
人々の場合でも本国へ送金するための金融機関の整備が見受けられたことか
ら，１３）移民した人々が安心して送金できるサービスの整備はいずれの地域の場
合でも１９世紀後半の国際移民の拡大には不可欠な要因であったと言える。
更に華南の一地域から移民した人々の場合，移民先で死んだ際に遺体を本国
の故郷の一族の墓に運んでくれるネットワークの存在も移民を拡大させるため
に必要なサービスであった。１４）華僑には出身地別に相互に排他性があると同時
に同じ出身地の人間同士では開放性があり，移民の際にも同郷の人間の存在が
決め手になっていたことが多く，死生観を共有できる文化的・慣習的な関係で
結びついたネットワークは，送金ネットワークとともに重要なインフラであっ
た。１５）こうした相互の連帯感は今日まで脈々と続いている。２１世紀の華僑の世
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界的なネットワークはこの時期から本格的に拡大し始めたといえるであろう。
規模の面において，ヨーロッパから大西洋を渡った移民と中国（主に華南）
とインドからの移民が，ともに１８８１年から３０年程度の間に千万単位の数に達
したことは，生産要素の国際的な流動化であると同時に，世界各地に存在して
いた人口希薄な地域を大量の財貨を需要する新たな消費市場として再編した。１６）
それに伴い，国境を越えた遠隔地間での送金が拡大し，ヨーロッパ諸国とは関
係なく，アジア域内独自の資本移動の拡大も促進した。このような資本移動の
多様化は，ヨーロッパ系商人ではなく，在来の商人による金融サービス業の拡
大に新たな機会を提供するものになった。
しかし，このような送金に伴う地域間の資本移動は，当時の世界全体の資本
移動から捉えれば，小規模なものであった。資本移動の大きな部分を占めたも
のは，欧米諸国から「周辺」と言われる後進地域に対するものであり，とくに
第一次産品輸出型経済を特徴とする地域に対する長期資本移動が大きな割合を
占めていた。そのなかでも特に資本輸出国として大きな役割を担っていたのが
イギリスであった。１７）イギリスの長期資本移動に関しては，これまで数多くの
研究が出されており，ここで詳述することは避けるが，イギリスの対外投資残
高を他の主要諸国と比較した場合，１９１３年段階でもフランスの約２倍の規模
であった。１８）このような長期資本移動の拡大は，グローバリゼーションの過程
にとって大きな役割を担ったことは言うまでもなく，１９）こうした長期資本の多
くが港湾施設の建設や鉄道建設に振り向けられ，北アメリカ，アジア，アフリ
カ，オーストラリアの奥地から世界市場へ商品を輸出することを可能にした。
１８６９年のスエズ運河の開通とアメリカ合衆国における大陸間横断鉄道の建
設，英領インドをはじめとしてアジア，アフリカ，中南米での鉄道建設の拡大
とそれに伴う第一次産品輸出の拡大，それらに加えて１８６６年の大西洋横断の
海底電信ケーブルの敷設，それに続く１８７０年以降のイギリスからボンベイ，
上海，横浜まで連結する海底電信網の整備といったグローバリゼーションに
とって不可欠なインフラ整備は，こうした主として欧米諸国からの資本輸出に
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よって可能となった。そして海底電信網や鉄道網の整備は，新たな事業等の資
本需要を喚起することになり，インフラ整備に要した資本額以上の更なる資本
輸出の拡大に貢献するものになった。
しかし，当初よりこのようなグローバリゼーションの恩恵がすべての人々に
及んでいたものではない。たとえば電信に関して，１８５１年に英仏海峡間で電
信が開通して以降，１８６６年の大西洋横断海底電信ケーブルが開通し，１８７０年
にはイギリスからボンベイ，そして上海，横浜，オーストラリアまで電信ケー
ブルが連結した結果，２０）これら海底電信網の整備は遠隔地間での商取引のスタ
イルを大きく変化させたが，このような電信網の整備は，設置に巨額の資本を
要し，同時に海底電信ケーブルの維持・管理に関わる技術者の数は限られてい
たことから，１９世紀後半の電信の料金は他のサービスと比較してかなりの高
額なものになっていたため，誰でも簡単に連絡を取り合うために利用できるも
のではなかった。また文字数により金額が決まっていたため，長い文章で連絡
を取り合う場合，そのコストが商品の取引自体に悪影響を与えるものになる可
能性があった。ゆえに当時は暗号的な各種コードをあらかじめ決めて，それら
を組み合わせることで相互に多様な連絡内容を伝達できるように工夫してい
た。現在の２１世紀における情報通信技術やその規模と比較すれば，当時の状
況は不便な点が際立つものであったが，それ以前の情報伝達の環境と比較した
場合，その経済活動に対するインパクトは２１世紀の現代よりも大きなもので
あったと推測できる。経済活動とは限らないが，その一例を挙げれば，カル
カッタで起きた事件がロンドンで新聞報道されるまでに要する時間を見てみる
と，１８４０年で１５４日も要していたものが，１８６０年には３９日となり，ボンベイ
とイギリスの間に海底電信ケーブルが敷設された後の１８７０年には僅か２日と
なっていた。ニューヨークに関しても同様に，１８７０年時点で見てみると，事
件発生から２日後にはロンドンで大衆の知るところとなっていた。２１）
１９世紀のこのような通信技術の飛躍的な進歩は，当時の世界の商取引の手
法を大きく変容させたことは想像に難くない。このことを見るために，海底電
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信ケーブルが敷設される以前の世界貿易について，英領インドとイギリスの貿
易を例として見てみよう。いつの時代にも関係なく，まず取引する以前に，双
方とも相手方の市場動向について調査しておく必要があることは言うまでもな
い。海底電信ケーブルが敷設される以前は，長期間の航海で運ばれる手紙類に
依存せざるをえず，そのため情報自体が数ヶ月あるいは数年前の情報になるこ
とが避けられず，従って情報自体が懐疑的なものになることは歪めなかった。
ゆえに確実な情報がないまま貿易活動に従事しなくてはならず，常に投機的要
素が含まれることは避けられなかった。当然ながら高リスクの取引となり，こ
の時期のインドとの取引にはそれに耐え得る商社しか参入できなかった。この
ような高リスクの取引であると同時に，この当時は，とくに英領インドの場
合，必要となる商品を全土から迅速に集めることは困難であったため，ボンベ
イやカルカッタといった商品の積み出し港に前もって高い水準で商品を在庫し
ておく必要があった。このような高水準の在庫も情報不足の商取引のなかでは
きわめて高いリスクを抱えることであり，ますます大規模な商社にしか参入で
きない状況となっていた。もちろん大規模な商社でもリスクは出来る限り分散
させる必要があり，そのためこの時期の商社は，特定の商品だけを取り扱う専
門商社の形態は採用せず，様々な商品を取り扱う総合商社の形態でリスク分散
を試みていた。それは的確な情報を収集できない時代に，特定の収益性のある
商品に集中することより，多種多様な商品を取り扱うことによるリスク分散の
方が優先された結果といえる。このような高リスクの取引が海底電信網の普及
で一変させられたのである。２２）
国際電信網の整備により，それまで高リスクで参画できなかったイギリスの
中小の商人でも，電信を介してインドの現地商人に直接注文することが可能に
なった。情報が迅速に得られるようになったことで，大商社でなければ不可能
であった高水準の在庫も必要がなくなり，商取引に伴うリスクも著しく低減さ
れた。また，電信網の整備は商品の先物取引も可能にしたため，国際取引の仕
様もこの時期に急速に多様化した。これらの取引の多様化と在庫水準の低下に
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伴う取引コストの低減は，多くの商人たちに，今まで高コストで参画すること
が難しかった地域で商取引する機会を与え，結果として，世界貿易の増大と国
際的な商品価格の一元化の動きを促した。
要約してみる。この時期は輸送手段が大きく変容した時期であった。陸上輸
送では鉄道の役割が飛躍的に高まり，荷馬車や運河での輸送を規模の面でもス
ピードの面でも凌駕していった。海上輸送に関しても，蒸気船の就航はそれま
での帆船に依存した状況を大きく変容させた。これら蒸気船の就航には世界各
地の港湾施設の整備が不可欠であり，鉄道とともに，そのようなインフラの整
備に対しては，イギリスをはじめとする欧米諸国の資本輸出が大きな役割を果
たした。蒸気船の就航と鉄道建設の拡大により，ヨーロッパ各地の相互の輸送
網が整備されていくとともに，英領インド，カナダ，アメリカ合衆国の西部，
アルゼンチン，英領マラヤ，アフリカ，中国大陸，オーストラリア等，世界各
地で新たな経済開発が進んだ。それにより，国際物流は新たな転機を迎え，付
随して労働力移動や資本輸出も相乗的に発展し，世界経済はこの時期一層の拡
大をみせていった。
第２節 ロンドン銀塊相場の暴落の影響
輸送通信革命は，それまでの世界経済の様相を大幅に変容させ，新たなかた
ちの国際分業体制を誕生させた。その影響は多岐にわたり，とくに「周辺」諸
国は，第一次産品輸出型経済に特化することによって，急速に世界経済の枠組
みのなかに統合されていった。そのなかでもアジアは当時の世界貿易の拡大傾
向のなかでも高い輸出成長率を達成することができたと A.ルイスは指摘して
いる。２３）そのような輸出成長率の伸びをなぜ達成することができたのか。それ
には輸送通信革命とともに，大きなもう一つの要因があった。金銀比価の乖離
である。
１８７０年代から１８９０年代にかけて，当時，世界の銀価格を規定していたロン
ドン銀塊相場の下落により，国際的に金高銀安の状況が生じた結果，金銀比価
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に密接に連動していた当時の為替相場は，急激に不安定な状況に陥った。複本
位制を採用していた国々では，公定金銀比価と市場金銀比価の乖離により，大
量の金が国外に流出する状況が生じるようになり，「ラテン貨幣同盟諸国」を
中心とした複本位制諸国では，事実上の金本位制へと移行せざるを得なくなっ
た。
このような金銀比価の動揺には，当然のことながら，金銀各々の産出量と需
要が大きく影響していた。まず金に関して，この時期，各国が金本位制に移行
したことに伴い，金の需要が拡大したにもかかわらず，それに対する金の不足
が生じなかった。その要因としては，この時期にオーストラリア等で新たな金
鉱が発見されて金の供給量が増加したことが挙げられる。２４）金産出量の増大が
複本位制諸国がスムーズに金本位制へと移行するのに大きく貢献したと言え
る。２５）次いで銀について考えてみる。
まず産出量について考えてみる。ロンドン銀塊相場急落は１８７３年に始まっ
た。その要因についてはドイツ帝国の金本位制移行に伴う大量に銀貨を廃貨し
たこと，「ラテン貨幣同盟」諸国の事実上の金本位制への移行，そしてアメリ
カ合衆国やメキシコでの新たな銀鉱の発見・採掘の開始が主な要因として挙げ
られている。しかし，それら要因は実際には副次的なものにすぎなかった。最
も大きな要因は，銅鉱石，鉛鉱石，亜鉛鉱石，コバルト鉱石等から銀を分離精
製する技術が，この時期に実用化されたことであった。２６）とくにアメリカ合衆
国とカナダの銀産出においては，このような工業用原材料として用いられる金
属の副産物として生産される銀の量が，銀産出量全体のなかでも高い比率を占
めていた。２７）つまり，銀産出量を抑制するために銀鉱からの産出量を制限して
も，経済発展のために必要不可欠な銅・鉛・亜鉛・コバルトといった金属の需
要を減らさない限り，その副産物である銀の産出量は抑制できなかったのであ
る。世界の銀産出量は１８８０年代に急激な伸び，１８９０年代になると更なる増加
傾向を示していたが，この伸びにも，背景には銀の分離精製技術の実用化が大
きく，この時期の銀産出量は政府や議会でコントロールできる状況ではなく
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なっていた。
これに対して，需要の方はどうであったろうか。１９世紀後半においては，
世界で最も大量に銀を消費していた国・地域は，アメリカ合衆国と英領インド
であった。アメリカ合衆国の場合，その需要の多くが法令に基づく政府による
買い上げであった。２８）アメリカ合衆国政府は，１８７８年から１８９０年にかけてブラ
ンド・アリソン法に従って，毎月２００万ドルの銀塊を市場から購入し続け，
１８９０年から１８９３年にかけてはシャーマン法によって毎月４５０万ドルの銀塊を
市場から購入した。アメリカ合衆国国内では，銀自体の貨幣としての需要は低
下傾向を示しており，アメリカ合衆国政府の銀買い上げがアメリカ合衆国全体
の銀消費量の大部分を占めるものになっていた。ここで毎月４５０万ドルの銀塊
が年間でどの程度の重量になるかおおよその推計をしてみると，その重量は
５，９２５万オンスとなり，およそ１，８３７トンの規模になる。１８９１年の英領インド
の銀輸入量はおおよそ１，２２３トンであり，当時の世界全体での銀産出量が
４，２８６トンであったことから，両地域の消費量で全体の約７１％を占める規模に
達していたことがわかる。２９）このような大量の銀需要があったにもかかわら
ず，ロンドン銀塊相場の下落とそれに連動する金銀比価の乖離は止めることが
できなかった。
アメリカ合衆国の場合，積極的な銀政策で国際的な銀価格の安定化に努めて
いた。そのことは，アメリカ合衆国議会における産銀業者の強力なロビー活動
と国際複本位制成立の機運のなかで，アメリカ合衆国政府がシャーマン法を制
定したことからも明らかである。実際，シャーマン法制定後から１８９０年初頭
まではロンドン銀塊相場は急騰した。しかし，１８９０年末のベアリング恐慌の
発生と第３回国際貨幣会議で実質的な金銀比価の安定化の方策を決めることが
難しいという空気が流れたことで，ロンドン銀塊相場は再び下落基調となり，
１８９３年に第３回国際貨幣会議で正式に国際複本位制の成立が断念され，同時
に最大の銀消費国の英領インドが銀自由鋳造を停止したことにより，その下落
基調は決定的なものとなった。３０）また，銀が主要工業国での生産活動に不可欠
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な銅・亜鉛・鉛・コバルトといった金属の副産物として生産され，生産量を直
接調整できない状況にあったこともロンドン銀塊相場の下落傾向を抑制するこ
とが難しかった大きな要因のひとつであった。
このようなロンドン銀塊相場の低落は，ルピーの対ポンド為替相場の急落に
つながり，それはインド政庁が毎年負担していた「本国費」のポンド建の額の
膨張へとつながった。３１）これによりインド政庁の財政はより一層悪化し，その
財政問題を克服する意味でも銀自由鋳造の停止を伴う銀本位制から離脱が促進
された。アメリカ合衆国においても，１８９３年に起きた金融恐慌により１１月に
シャーマン法が廃案となり，アメリカ合衆国政府による銀買い上げ政策は終
わった。世界の二大銀消費国が銀購入を縮小させたことは，ロンドン銀塊相場
の再度の暴落を助長し，その下落傾向は１９０３年まで続いた。３２）
その後，１９０３年を底にして，ロンドン銀塊相場は比較的安定化するように
なった。その要因としては，第１に２０世紀初頭の世界経済の景気回復とそれ
に伴う貨幣需要（とくに少額貨幣）の高まりがあった。第２に１８９３年に銀自
由鋳造を停止していた英領インドが１９００年に再びルピー銀貨の鋳造を開始し
たことが挙げられる。この二つの要因の他にも幾つかの要因が挙げられるが，３３）
２０世紀初頭はこの二つの要因によりロンドン銀塊相場は新たな銀需要を得，
同時に南アフリカでの金産出量の急拡大があったために，金銀比価は徐々に安
定化していった。
第２章 国際金本位制の展開
第１節 金本位制の特質
１９世紀後半のグローバリゼーションの展開は同時に金本位制が世界的に展
開した時期でもあった。図表２を見てみると，文字通り２０世紀初頭の段階で
金本位制が世界中に普及した状況になっていたことがわかる。また，金本位制
のなかでも，主にアジアにおいて，金本位制の一種である金為替本位制が成立
していたことがわかる。
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１８６８年 １９０８年
本位制 兌換性 本位制 兌換性
ヨーロッパ
イギリス G ○ G ○
フランス B ○ G ○
ベルギー B ○ G ○
スイス B ○ G ○
イタリア B × G ×
ドイツ諸邦 G ○
ブレーメン G ○
他諸邦 S ○
オランダ S ○ G ○
デンマーク S ○ G ○
ノルウェー S ○ G ○
スウェーデン S ○ G ○
オーストリア S × G ×
ロシア B × G ○
ギリシャ B × G ×
スペイン B × G ×
ポルトガル G ○ G ×
ルーマニア B × G ○
北アメリカ
アメリカ合衆国 B × G ○
カナダ G ○ G ○
中央アメリカ
メキシコ S × G ○
ニカラグア B ○ G ×
グアテマラ B no bank of issue S ×
ホンジュラス N no bank of issue S ○
サルバドル N no bank of issue S ○
コスタリカ B ○ G ○
南アメリカ
ペルー B × G ×
チリ G ○ G ×
ブラジル G × G ×
ベネズエラ B × G ×
アルゼンチン B × G ○
アジア・太平洋
英領インド S ○ GE ○
中国 S ○ S ○
蘭領東インド S ○ GE ○
日本 S × GE ○
シャム S no bank of issue GE ○
フィリッピン B no bank of issue GE ○
オーストラリア G ○ G ○
中近東
オスマン帝国 G × GE ○
エジプト G ○ G ○
ペルシャ B × B／S ○
図表２ 世界の通貨制度：本位制度と兌換状況
（出所）B. Eichengreen and M. Flandreau,“The Geography of the Gold Standard” in B.
Eichengreen and J. Reis（ed.）, Currency Convertibility : the gold standard and beyond ,
１９９６, p.１１５,１２０.
（注１）「G」は金本位制，「S」は銀本位制，「B」は複本位制，「GE」は金為替本位制，「N」
は明確な本位制がないことを示している。
（注２）「○」は兌換保証，「×」は兌換停止を示している。
（注３）ここでの分類は，法律上だけでなく，事実上推認される場合も含んでいる。
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このような金本位制の普及は，銀本位制あるいは複本位制を駆逐するかたち
で進んだように見ることができる。１８６０年代末の段階では銀本位制あるいは
複本位制は，金本位制と比較して世界の多くの地域で採用されていたが，２０
世紀初頭の段階になると，銀本位制あるいは複本位制を採用していた国は，中
国，香港の他に中東の一部地域に限られるようになっていた。
詳細に見た場合，金本位制の世界的な普及，それに伴う複本位制や銀本位制
の後退は，制度面の転換以上に複雑な問題を内包していた。英領インドのよう
に，金為替本位制を採用していたにも関わらず，国内において大量の銀貨が流
通する状況が残存していたケースもあった。３４）また，２０世紀初頭の段階におい
ても，主に「周辺」の国々において，中央銀行券や政府紙幣の兌換を停止して
いた国々が存在していた。このような兌換を停止せざるを得なかった背景とし
ては，それら国々の経済構造が第一次産品輸出型経済に特化しており，特定の
商品価格の国際的な動向で一挙に危機的状況に陥るリスクを常時抱えている
点，またこれら国々は欧米諸国より多額の資本を受け入れていることが多く，
欧米市場で突発的に恐慌が起きて資本の流入が激減した場合に国際収支が危機
的状況に陥るリスクが存在した点が挙げられる。
このように，２０世紀初頭の国際金本位制の展開は，地域により多種多様な
形態が存在する独自性を包摂しつつ，金を唯一の本位貨幣とする制度的転換を
することで大きな「纏まり」を形成していった。ここではその国際金本位制の
展開の過程を概観してみる。
国際金本位制の展開の最初の画期は，１８７１年のドイツ帝国の金本位制への
移行とそれに伴って廃貨となった銀貨のロンドン銀塊市場での売却であった。
このドイツ帝国の政策決定のインパクトは大きく，とくに近隣諸国の通貨制度
に多大な影響を与えた。ドイツと国境を接し，ドイツと密接な経済関係にあっ
たオランダでは，１８７５年にドイツ帝国に追随するかたちで金本位制への移行
を政策決定した。同様に，緊密な経済関係を有するデンマーク，スウェーデ
ン，ノルウェーもドイツ帝国に追随して１８７５年までに銀本位制から金本位制
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へと移行した。後にこれら北欧諸国は「スカンディナビア貨幣同盟」を結成し
て独自の通貨圏を模索することになる。「スカンディナビア貨幣同盟」につい
ては後にあらためて検討する。
次いで画期として挙げられるのは，１８７０年代から続いたロンドン銀塊相場
の低落とそれに伴う金銀比価の動揺である。ロンドン銀塊相場の低落について
は先に詳述した。ロンドン銀塊相場の急落とそれによって生じた，市場におけ
る金銀比価と法定の金銀比価の乖離は，複本位制の国々に大量の銀流入を起こ
し，結果としてそれら国々にインフレーションを生じさせた。とりわけフラン
ス，ベルギー，スイス，イタリアは，１８６５年に「ラテン貨幣同盟」を結成し
ていたが，ロンドン銀塊相場低落によって，１８７８年に跛行金本位制に移行せ
ざるを得なくなった。跛行金本位制とは，制度的には複本位制を維持しつつ
も，銀の自由鋳造を停止させることで，実質的には金本位制と同じ機能を有す
る通貨制度である。
最後に画期となったのは，世紀転換期における「周辺」諸国の通貨制度改革
である。とくに金本位制を採用していた国々によって植民地化されていたアジ
ア諸国や中南米諸国において，それらの国々が銀本位制あるいは複本位制を採
用していたために，宗主国の本位貨幣に対して自国通貨の為替相場が急落し
た。その結果，金本位制を採用していた国々との貿易取引や資本輸入が阻害さ
れるという懸念が高まり，とくに宗主国の利害を考える立場から，植民地の通
貨制度改革が進められた。特にアジアでは「金節約」の観点から，金為替本位
制の導入が進められた。３５）
以上のように，国際金本位制は幾つかの重要な画期を経て，世界的な普及を
みせた。しかし，「金貨流通を伴わない金本位制」の金為替本位制のような形
態もあるように，金本位制はすべてが一様でなく，様々な分類が可能である。
次いで分類を詳しく見てみることにする。
まず本位制の分類であるが，これは単本位制と複本位制に分けることができ
る。単本位制は金本位制と銀本位制が挙げられ，複本位制は，文字通り，金銀
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ともに本位貨幣とした通貨制度である。これら３種類の通貨制度は，１９世紀
後半になると，銀本位制と複本位制が駆逐されたことで，金を唯一の本位とす
る通貨制度に収斂されていった。
これら金を本位貨幣とした通貨制度に移行した場合も，すべての国で同じ金
本位制の形態になることはなかった。まずイギリスが採用していた金本位制に
関して，ソヴァリン金貨のように本位を金貨としていたため，金貨本位制と呼
ばれる。イギリス以外でも当時の西ヨーロッパ諸国の多くで金貨本位制が採用
されており，主要国の金本位制の形態と言える。これに対して，金を対外決済
のみに用いて，国内的には銀貨，政府紙幣，兌換可能な銀行券等を流通させる
金本位制として，金核本位制がある。この金核本位制も更に２種類に分類さ
れ，金塊本位制と先述した金為替本位制に分けることができる。３６）
次いで通貨制度の運営主体に話を進める。ここでは金本位制を採用している
ことを前提とする。金本位制はその運営主体によって，中央銀行，政府機関，
民間金融機関，の３種類に分類される。まず中央銀行であるが，中央銀行が
１９世紀末の段階で成立していた国は，ヨーロッパの主要国を除けば，皆無に
近い状況であった。中央銀行が成立していた金本位制の国々では，一般に金貨
本位制が採用され，中央銀行が発行した兌換銀行券と金貨自体が国内に流通し
ていた。３７）また為替相場の安定も民間業者の裁定に依拠するのが基本であっ
た。この裁定取引については後述する。次いで中央銀行が存在せず，政府機関
がその役割を担う場合であるが，この場合，政府機関は為替相場が金現送点に
接近した場合に，自らが金本位国宛の金為替を売買して為替相場の安定化を
図った。つまり，ここでは政府機関が民間業者の裁定の役割を代行していたと
言うことができる。事例としてはインド省証券の売買を介して，為替相場と通
貨供給量の安定化を図った英領インドが最適である。そして最後に，中央銀行
も存在せず，政府機関もその役割を十分に担わず，民間金融機関が主導的にそ
の役割を担う場合であるが，この場合，民間金融機関が兌換銀行券を発行し，
同時に金為替の売買を通じて為替相場の安定化も担っていた。事例としてはカ
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ナダやオーストラリアを挙げることができる。３８）
このように金本位制には大きく分けて三つの異なる制度が存在し，それらと
ともに運営主体によってもその特徴を異にしていた。しかし，これら制度が
各々独自の機能を有していたものの，国際金本位制という「纏まり」を持って
いたことは重要である。なぜなら，国際金本位制が成立したことにより，特に
外国為替と国際収支の相互の調整機能が形成され，１９世紀グローバリゼー
ションを支えた国際通貨体制が成立したことは明らかであるからである。次に
それら調整機能について検討することにする。
第２節 金本位制下における外国為替相場と国際収支調整メカニズムについて３９）
 金現送点の成立と固定為替相場
金本位制を採用している二国間における通貨制度を考える場合，両国間の為
替相場は固定相場制となっていた。しかし，固定相場とはいえ，実際に為替相
場がまったく変動しなかったというということはなく，ある程度の狭い数値の
幅で変動していたにすぎなかった。ここではイギリスとアメリカ合衆国を事例
に考えてみよう。
アメリカ合衆国における金本位制の成立をどの段階に捉えるかは研究者に
よって相違があるが，ここではアメリカ合衆国の通貨制度の研究史に関する言
及は避け，法律で明確に金本位制の導入が決定された１９００年の金本位法で考
えることにする。イギリスの場合は１８１７年に金本位制に移行しており，この
段階で明確に金の法定価格が定められていた。この両国間の金の法定価格でポ
ンドとドルの交換レートを導き出したのが為替平価である。この場合，ほぼ１
ポンド＝４．８６ドルになる。そして市場の外国為替相場がこの為替平価と異なっ
た場合，裁定取引によって利益を得ることができる状況が生じる。しかし，イ
ギリスからアメリカ合衆国への金現送には当然のことながらコストがかかる。
一般に金現送費と言われるコストであるが，このコストが裁定利益を上回る場
合，金現送が生じることはない。
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数値を例に出して考えてみる。まず金現送費を０．１ドルと仮定してみる。イ
ギリスからアメリカ合衆国に金を現送して，そこから金現送費０．１ドルを差し
引いた額は４．７６ドルとなる。これをポンドに交換して利益を得るには，外国
為替相場が４．７６ドル以下にならないといけない。しかし，外国為替相場が
４．７６ドル以下になると，イギリスとアメリカ合衆国の裁定業者がこぞってイ
ギリス当局から為替平価で金を購入してアメリカ合衆国に現送して裁定利益を
得ようとする。したがってポンドの相場も４．７６ドルを大幅に下回るようなこ
とはない。つまり，為替平価から金現送費を差し引いた額よりも大幅に安く外
国為替相場が振れることはなかった。同様に，ポンド高になった場合も，為替
平価に金現送費を加えた額以上に外国為替相場が振れることもなかった。この
為替平価に対して金現送費を足した額と差し引いた額の上下限を一般に金現送
点と呼んでいる。４０）
このように，理論上，金本位制を採用する二国間の為替相場は，為替平価±
金現送費の範囲に収まることになり，実際に金現送点を大幅に割り込む深刻な
事態はほとんど生じなかった。その金現送費の内訳であるが，まず金を輸送す
る船舶費，保険費用，金利などから構成されていた。実際には，金現送費は
得られる利益全体に比べて，それほど大きな額ではなかったと言われている。
L. H.オフィサー氏によると，１８７０年代において為替平価の上下計２．２１％，
１９１０年代においては１．１０％であった。４１）ゆえに金本位制下の外国為替相場はき
わめて狭い幅でしか変動することがなく，したがって両国間の外国為替相場は
事実上の固定相場となった。当局が法定価格での金売買に応じ，民間業者が自
由に金を輸出入できるなかにおいては，国際収支が不均衡を生じることがあっ
たとしても，外国為替相場がそれに伴って不安定化することもなかったのであ
る。
 国際収支の調整メカニズム
イギリスが金本位制に移行して第一次世界大戦を迎えるまでのおよそ１世紀
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の間，イギリスを含めた主要国において，概ね金本位制が維持されていた状況
と主要国間の国際収支に大きな不均衡が生じなかったことの間にはある程度の
連関性があった。もちろん，主要国においては物価や金利，景気循環のなかで
激しい恐慌等の影響を受けてきたものの，金の法定価格は堅持されていたため
に，金で計測した場合の物価水準は不変であった。ではなぜこのようなことが
可能となったのであろうか。
その理論的な説明で最も有力な学説は D.ヒュームが提起した「物価・正貨
流出入機構」であろう。この学説を簡潔にまとめれば，物価が上昇して貿易収
支が悪化した場合，為替相場は下落する。その後も為替相場の低落傾向が続き
金現送点を超えて金流出が生じると，中央銀行の金準備が低下するので，兌換
銀行券の発行高も減少する。デフレ傾向が進んだ結果，物価も下がり，貿易収
支も改善の方向に向かうというものである。この学説の特徴は，国際収支を貿
易収支と同一視している点，国際金移動と貨幣数量説を採用している点，４２）そ
して国際的な物価の格差を認識している点が挙げられる。このヒュームの提起
した学説は長期にわたって広く受け入れられ，１９世紀のイギリス古典派経済
学において，最も正統的な金本位制理論としてその役割を果たした。
その学説を昇華させ，より具体的な政策に反映させたのが１９１９年のカンリ
フ委員会であった。４３）A. G.フォードはカンリフ委員会のモデルを古典派の金本
位制理論を最も代表するモデルとして好意的に評価した。４４）カンリフ委員会の
提案したモデルの特徴とは，簡潔に言えば，ヒュームの学説に資本収支や国際
的な金利格差の観点も加味した点であった。そこで，中央銀行間では，遵守さ
れるべき「ゲームのルール」が存在することが強調された。すなわち，金準備
が減少した国の中央銀行は，公定歩合を引き上げて国内資産の規模を縮小させ
ることで，通貨供給量を減少させる。逆に，金準備が増加した国の中央銀行
は，公定歩合を引き下げて国内資産の規模を拡大させることで，通貨供給量の
増加を図る。このように金準備と国内資産を相互に連関させて増減させること
が，金本位制というゲームにおいて中央銀行が遵守しなくてはならないルール
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と考えられた。４５）
しかし，実際の世界経済はグローバリゼーションの進展によって，各国の物
価や金利は同じように追随しながら変動するようになっていた。それにより各
国間の「格差」は急速に縮減傾向にあった。ゆえに，金本位制を採用している
国同士で，固定為替相場が成立して，かつ金現送ならびに資本移動が自由な場
合に，ひとつの主要な国が物価抑制の手段として金利を引き上げた時，他の金
本位制国もこの動きに同調しなければ，金準備が著しく減少する危険性が生じ
てしまう。そのため，金本位制国の中央銀行は，イギリスといった金本位制を
採用していた主要国の中央銀行の政策に同調していく傾向が強かった。また，
金準備が減少して公定歩合を引き上げる場合でも，国内の金融サービス利害の
活動を阻害することがないように，国内資産を増加させる政策を並行して実施
したケースもあった。４６）このように，国際金本位制の下で長期的に国際収支の
不均衡が生じる危険性は，中央銀行が相互に金準備を防衛しようとする限り，
生じることはなかったといえる。４７）
第３章 国際金本位制と通貨統合
第１節 グローバリゼーションと通貨統合
先に検討したように，１９世紀後半から２０世紀初頭にかけて，世界経済は多
方面でグローバリゼーションを経験した。主要国間の資本移動だけでなく，貿
易や移民，情報伝達やサービスの面でもグローバリゼーションはその地理的概
念を大きく変容させていった。そのような世界経済の急速な緊密化の流れのな
かで通貨制度もまた新たな変化を求められた。その変化の現れこそが国際金本
位制の成立であり，そのなかで展開された通貨統合の動きであろう。４８）
まず，１９世紀中葉の通貨統合の展開を考えてみる。その場合，まず「ドイ
ツ＝オーストリア通貨同盟」を挙げることができる。この通貨同盟は１８５７年
に有力なドイツ諸邦とオーストリアの間で締結された貨幣条約であり，オース
トリアがドイツ関税同盟諸国との間で新たな経済関係の構築を模索したことで
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進められた条約である。周知のように，ドイツはこの時期に国家の体を成して
おらず，有力な領邦国家が分立する状況にあった。そのため領邦国家間相互で
関税が課され市場統合が妨げられていたわけであるが，１８３４年に主な領邦国
家間で関税同盟が結成された結果，４９）ドイツにも新たに統一市場圏が形成され，
オーストリアもこの関税同盟に関与することを強く希望した。しかし，関税に
関して相互の問題が解消された場合でも，為替相場の変動がそのメリットを相
殺する可能性もあったため，オーストリアはその点を解消すべく通貨同盟の締
結を求めたのであった。その結果，「ドイツ＝オーストリア通貨同盟」は１８５７
年の条約において，共通貨幣の単位を創設し，その単位に基づいて銀貨を鋳造
して，それら銀貨を相互に流通させることで，ともに銀本位制を確立することが
約束された。しかし，この通貨同盟は翌年にはオーストリアが兌換停止に陥るこ
とで破綻し，両国とも戦争を経験するなかで１８６７年に解消されるに至った。５０）
その後，１８７１年になると，プロイセンを中核としてドイツ帝国が成立し，
普仏戦争の勝利でフランスから獲得した多額の賠償金を元手としてドイツ帝国
は銀本位制から離脱し，金本位制へと移行した。５１）ドイツ帝国の金本位制への
移行は，先に述べたオランダ等の近隣諸国だけでなく，同様にドイツ帝国と経
済的に緊密な関係を有していたスカンディナビア諸国に多大な影響を与えた。
そのため，スカンディナビア諸国はドイツ帝国と安定的な為替関係を維持する
ことが求められたのである。それが具体化したのが１８７５年にデンマーク，ス
ウェーデン，ノルウェーの３カ国の間で成立した「スカンディナビア貨幣同
盟」であった。
「スカンディナビア貨幣同盟」は，相互の共通の貨幣単位としてクローネを
採用し，各国がクローネを単位とする金貨を鋳造する権利を持ち，相互に各国
のクローネ金貨の自国内での法貨としての地位を認めるというものであった。
同時に自国内で同盟国のクローネ金貨が流通することを認め，補助貨幣に関し
ても一定限度で流通を認めた。その後，同盟関係が緊密性を強めるなかで，相
互に中央銀行券が流通することも認めるようになり，さらに１８８５年に３カ国
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間で相互に３カ月間の無制限の信用供与とこれらを事後に金で決済する「清算
協定」が締結されたことにより，同盟国間での為替相場の協調関係も深まっ
た。このような為替相場の協調関係は１９０５年にスウェーデンが「清算協定」
から離脱するまで有効に機能した。５２）
「スカンディナビア貨幣同盟」とともに，ヨーロッパにおける通貨統合の代
表的事例として挙げられるものに「ラテン貨幣同盟」がある。そして，その中
心的役割を担ったのは，ドイツ帝国とともに大陸ヨーロッパの先進国であった
フランスであった。次いで「ラテン貨幣同盟」に話を進める。
フランスは１８０３年に複本位制を採用し，フランスと緊密な経済関係を有し
ていたベルギー，スイス，イタリアも１９世紀中葉の段階で同様に複本位制を
採用していた。これら４カ国で１８６５年に結成されたのが「ラテン貨幣同盟」
である。１８６９年にギリシャも参加したことで最終的には５カ国の通貨同盟と
なった。通貨同盟結成の背景としては，国境を越えて重量・品位が異なる金銀
貨が流通し，商取引を潤滑に進めていくうえで不利益になっていたことが大き
い。同時に，フランスがイギリスに対抗して自国通貨フランをポンドに対抗で
きる基軸通貨の地位に高める政策的意図もあったという指摘もある。５３）
「ラテン貨幣同盟」の特徴を挙げれば，共通通貨単位フランを採用し，フラ
ンを単位とする金貨と銀貨を無制限に鋳造する複本位制を採用すること，公定
金銀比価は金１に対して銀１５．５と定め，加盟国は相互に公金庫において無制
限に相手国通貨を受け入れること，そして補助貨幣に関しても一定限度で相互
に受け入れることが決められた。これらの点では「ラテン貨幣同盟」は「スカ
ンディナビア貨幣同盟」と類似していたと言えよう。しかしながら，先に詳述
したように，１８７０年代から進行したロンドン銀塊相場の急落とそれに伴う金
銀比価の動揺で，フランスをはじめとする「ラテン貨幣同盟」諸国には大量の
銀が流入した。そのため，フランスは１８７８年に新しい通貨条約を作成し，５
フラン以下の銀貨の鋳造を停止，金貨のみ鋳造を続けることになった。しか
し，５フランは本位貨幣の地位を奪されなかったため，法律上は複本位制で
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あったが，実質的には金本位制へと移行した。他のラテン貨幣同盟諸国もフラ
ンスに追随し，その結果，「ラテン貨幣同盟」はその「纏まり」を急速に弱め
ていった。「スカンディナビア貨幣同盟」が中央銀行券の相互流通や「清算協
定」の締結まで進展したのと比べれば，ラテン貨幣同盟はその前段階で腰折れ
になったと言える。５４）
第２節 イギリス植民地通貨幣制とカレンシー・ボード
イギリスの場合，１９世紀後半にフランスやスウェーデンが通貨統合に向
かったのに対して，現在に至るまで通貨統合の動きに参画したことはない。し
かし，イギリスは世紀転換期に世界各地に植民地を持ち，それら国々と安定的
な為替相場を維持することには積極的であった。とくにアジア諸国との関係で
その積極性は顕著であった。
イギリスのアジアの植民地に対する通貨政策は，その多くが金為替本位制の
導入に帰結した。その理由は英領インドをはじめ，これら諸国に金貨流通を伴
う金本位制を認めた場合，イギリス本国より大量の金が流出して金不足の危険
性が発生するという危惧があったからであった。５５）最も金流出を発生させると
危惧されたのが英領インドであり，国内に大量に金がストックされないよう
に，インド省証券の売買等を介して，外国貿易等で獲得した金をロンドンに集
積させるようにした。５６）英領インドの通貨制度に対する本国の関与はきわめて
強いものであり，これと比較すれば，他の英領植民地の通貨制度に対する関与
はそれほどではなかったと言える。では，英領インド以外のこれら植民地で採
用されていた金為替本位制にはどのような特徴が見出されるのか。それは多く
の植民地でカレンシー・ボード制が採用されたことであろう。
一般に，カレンシー・ボード制は，自国通貨と植民地通貨を固定レートでリ
ンクさせ，両通貨の交換性を維持しつつ，植民地通貨の発行の裏打ちとして全
額をその外貨で保有する制度である。中央銀行のような「最後の貸し手」の役
割を担う機関は存在せず，保証発行制度も存在しないことが多かった。植民地
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通貨発行の裏打ちとなる外貨も「金為替」となることが多かったため，金為替
本位制の一形態と捉えることができる。５７）
カレンシー・ボード制は第一次世界大戦前から世界各地で採用されていた。
初期に成立した事例を挙げてみると，１８４９年の英領モーリシャス，セーシェ
ル，モルディヴ，１８５０年のニュージーランドが挙げられる。第一次世界大戦
前の時期のアジア・アフリカに限れば，ほぼすべての事例が英領植民地であ
り，中南米に関してもイギリスと緊密な経済関係を有している地域が大半を占
めていた。また，１８４９年の英領モーリシャスやモルディヴで外貨準備の構成
にインド・ルピーが含まれていたように，当初のカレンシー・ボードの準備資
産は複数の通貨で構成されていたが，世紀転換期になる頃には，フォークラン
ド諸島のように全額ポンドあるいはフィリッピンのような全額アメリカ・ドル
といった単一の通貨で準備資産を構成させるケースが増えていった。５８）
イギリス本国にとって，カレンシー・ボード制は，ポンドと植民地通貨の為
替相場の安定化を保障する手段であるとともに，植民地に極力金を集積させな
いようにする「金節約」の役割もあった。つまり，植民地が外国貿易等で獲得
した外貨をイギリス本国に集積させ，集積した外貨と同額の金額を各植民地の
ロンドンに置かれたポンド残高に積み増しさせる制度であった。この点でも金
為替本位制の一形態と言うことができる。そして，これらロンドンに集積され
た資産を管理・運用していたのがクラウン・エージェントであった。５９）英領イ
ンドの場合，インド省がロンドンの在外資産の管理・運営を担ったが，カレン
シー・ボード制を採用していた植民地の場合は彼らが各々の代理機関として資
産の管理・運用を行った。
このように，イギリスはグローバリゼーションの下で，植民地あるいは自国
と緊密な関係を有する諸地域との間で，金貨本位制と金為替本位制を効果的に
連関させながら，「周辺」諸地域が獲得した金や外貨をロンドンに集積させ，
為替相場の安定化を強力に推進した。もちろんすべての地域がイギリスの影響
下にあったわけではなく，また金本位制下で中央銀行券等の兌換をスムーズに
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実施できなかった国々もあった。ただイギリスの実施した「周辺」諸地域の通
貨政策がイギリス本国を中核として「周辺」諸地域の通貨制度を統合させたこ
とは確かであり，そこには帝国主義的側面が色濃く反映していたことも事実で
あるが，結果として国際金本位制の重要な核となっていたことは確かである。
「国際公共財」としての国際金本位制
－むすびにかえて－
１９世紀後半のグローバリゼーションとそれらを支えた国際金本位制の成立
過程を通貨統合の観点から概観した。この時期のグローバリゼーションをあら
ためて定義すれば，それはヒト・モノ・カネ・情報・サービスの国際取引・移
動の規模の急拡大とその迅速化，そして世界経済の急速な一元化であった。そ
れには上記のような輸送通信革命や通貨統合が必要条件であった。国際金本位
制の成立もこのような世界経済の展開のなかで成立したといえる。
かつて P. K.オブライエン氏は，この時期のイギリスをヘゲモニー国家とし
て論じる際に，その主な根拠として，「国際公共財」をイギリスが他の諸国に
提供していたことを挙げた。６０）その後，オブライエン氏がヘゲモニー国家イギ
リスの役割を論じるために用いた「国際公共財」の考え方を更に発展させるか
たちで，秋田茂氏は新たなヘゲモニー国家の役割を論じた。秋田氏はオブライ
エン氏のヘゲモニー国家の議論に加えて，S.ストレンジの「構造的権力」論，６１）
杉原薫氏のアジア間貿易論，６２）P. J.ケインと A. G.ホプキンスのジェントルマン
資本主義論，６３）そして昨今のグローバル・ヒストリーの議論を包摂した新たな
イギリス帝国像を描くことを試みた。６４）とくにジェントルマン資本主義論を援
用するかたちでロンドン・シティーの役割を重視し，「パクス・ブリタニカ」
の時代のヘゲモニー国家から「帝国的な構造的権力」を提供するかたちに転換
したイギリス（帝国）の役割を強調している。このなかでヘゲモニー国家イギ
リスあるいはイギリス帝国の役割として「国際公共財」の提供を重視している。
最後に「国際公共財」の観点から国際金本位制について考えてみることにする。
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まず「国際公共財」の概念について述べてみよう。「国際公共財」とは唯一
ヘゲモニー国家のみが提供できる「公共財」の意味であり，簡潔に言えば，そ
れらは誰であれ一定の条件をクリアしてある程度の（この場合，相対的に安価
な）コストを支払えば，自由に参画することが可能であって，その恩恵を被る
こともできるというものである。具体的にヘゲモニー国家イギリスあるいはイ
ギリス帝国が提供した「国際公共財」を挙げれば，モノの輸出入に関わる自由
貿易原理，大陸間でモノ・ヒト・カネ・情報・サービスの移動を迅速化した鉄
道・蒸気船，カネの決済に関する国際金本位制，情報の伝達を迅速化した国際
郵便制度・海底電信網などであり，これらはそれ以前の時期と比べれば，比較
的安価なコストで自由に利用できるインフラと国際取引のルールを提供した。
その他に，円滑な経済活動を保証した安全保障制度や国際法，国際共通語とし
ての英語なども「国際公共財」の概念に含んでいる。「国際公共財」の概念は
当時の「パクス・ブリタニカ」の時代のヘゲモニー国家イギリスあるいはイギ
リス帝国を論じるうえで最も適合的であり，国民国家や公式帝国といった領域
性がなくても，世界の大半の地域に通用する「権力」を裏打ちするものでもあっ
た。この点では「構造的権力」の概念とも合致している。つまり，１９世紀後
半のグローバリゼーションは，ヘゲモニー国家イギリスあるいはイギリス帝国
の提供した「国際公共財」に支えられ，そうした基盤があってはじめて世界経
済が相互に連関した国際分業体制を構築することが可能になったといえる。
では「国際公共財」としての国際金本位制とはどのように捉えることができ
るのであろうか。既に検討してきたように，国際金本位制の成立は，世界の大
半の地域を，金を唯一の本位貨幣とすることで一つの国際通貨体制の枠組みの
下に統合し，金本位制を採用した国々の間で相互の為替相場を安定化させたこ
とにその意義を見出すことができる。当初は複本位制あるいは銀本位制を採用
していた国々が，ロンドン銀塊相場の急落を直接の契機として，短期間で金本
位制への移行が促されたが，その背景には当時のイギリスが持つ他国には代替
出来ないヘゲモニー国家としての「権力」があったことは間違いない。その「権
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力」の通貨制度の側面を言い換えるとすれば，それはイギリスの国民通貨であ
るポンドの基軸通貨としての影響力と言える。１９世紀以前の世界経済におい
て基軸通貨が成立したことはなく，基軸通貨の成立こそ通貨統合を可能にした
重要な要因であった。イギリスあるいはイギリス帝国が提供した「国際公共財」
としての国際金本位制は，換言すれば，ポンドを基軸通貨として世界各地に浸
透させたことであり，これ自体はヘゲモニー国家としての「構造的権力」の一
側面であったといえる。６５）
あらためて「国際公共財」としての国際金本位制を考えた場合，その意義は
イギリスの国民通貨ポンドを世界各地に基軸通貨として浸透させることであっ
た。その結果，各国が金本位制への転換となって具体化したものが国際金本位
制であった。ポンドを基軸通貨とした通貨統合が進んだことにより，国際取引
の規模の拡大と迅速化を可能にし，グローバリゼーションの発展を促した。通
貨の多様性はグローバリゼーションにとってマイナス要素になることが多く，
この点を克服する意味でも基軸通貨ポンドの存在は有効であった。６６）２１世紀の
現在に置き換えて考えてみても，グローバリゼーションの進展における基軸通
貨の役割は減じていない。むしろ高まりつつあり，中南米諸国では自国通貨を
基軸通貨であるアメリカ・ドルが駆逐するような状況が生じている。６７）変動相
場制の現在と固定相場制の２０世紀初頭の時期を単純に比較することはできな
いが，グローバリゼーションの進展には世界各地で誰にでも信認を得られる通
貨の存在が不可欠である。１９世紀後半から２０世紀初頭にかけてはポンドがそ
の役割を担ったのであり，１９世紀後半のグローバリゼーションはポンドの高
い信認によって達成されたと言うことができる。
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